様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年　2月　15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かわさききせんかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称 　川崎汽船株式会社
（ふりがな） みょうちん　ゆきかず
（法人の場合）代表者の氏名　　明珍　幸一       印   
住所　〒100-8540　東京都千代田区内幸町2丁目1番1号

法人番号　　　　8140001005720　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2022年度中期経営計画
2 “K” LINE REPORT 2023
3 経営計画についてのご説明

	公表日
	1 2022年05月09日
2 2023年11月14日
3 2022年05月09日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 2022年度中期経営計画
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/strategy/main/09/teaserItems1/0/linkList/00/link/2021_4_medium-term%20management%20plan_j.pdf
記載箇所：P.5
2 “K” LINE REPORT 2023
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report/main/011118/teaserItems1/0/linkList/0/link/AR23J_all_A3.pdf
記載箇所：P.10,12
3 経営計画についてのご説明 
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/presentation/ov202104.html
記載箇所：次期中期経営計画（5か年）②デジタルトランスフォーメーション

	記載内容抜粋
	a. 企業経営の方向性
当社は、2022年度中期経営計画において『全てのステークホルダーから信頼されるパートナーとして、グローバル社会のインフラを支えることで持続的成長と企業価値向上を目指します。』を経営ビジョンとして掲げております。（公表箇所：① P.5）
経営ビジョンを実現に向けて、川崎汽船グループが全てのステークホルダーから信頼されるパートナーであり続けるために「成長を牽引する役割を担う事業へ経営資源を集中｣させ、「成長機会を共有できる顧客とのパートナーシップ」の構築・発展を通じて自社・社会の低炭素・脱炭素化を目指し､持続的成長と企業価値向上を図ることを公表しております。
具体的には、自営事業のうち成長の牽引役となる鉄鋼原料、自動車船、LNG輸送船の3つの事業に経営資源を集中的に配分するとともに、Ocean Network Express（ONE）を株主として継続的に支援することで、コンテナ船事業の成長と発展を図っています。また、人材への投資を通じて当社の競争優位性の源泉である技術・専門性と組織営業力を強化する機能戦略を展開し、事業基盤を強化しています。さらに、これらの戦略を実現するため、最適資本構成を意識し、資本効率と財務健全性を両立した資本政策を実行しています。（公表箇所：② P.12）
海運を主軸として取り組む中で、われわれに期待されるのは、まず一丁目一番地としての安全運航です。その次に高い輸送品質、そして環境への取り組みが3本の柱となり、これら3つが相まって初めて競争優位性につながっていきます。
（公表箇所：② P.10）

b. 情報処理技術の活用の方向性
デジタルトランスフォーメーションについては、当社が強みとする、成長を牽引する役割を担う事業分野における顧客との関係を強化、サポートするために、貨物情報やCO2排出量などの情報共有を積極的に進めていくことでパートナーシップも深めていきます。また、安全運航、最適運航の支援を、ハードのみならずDXなどソフトも活用しながら、内外のパートナーと共同で実現のために取り組んでいます。
（③”次期中期経営計画（5か年）②デジタルトランスフォーメーション”の決算説明会要旨より）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①～③はいずれも取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容を公表媒体に記載し、公表している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 ESG DATA BOOK 2022
2 “K”LINE REPORT 2023
3 2022年度中期経営計画
4 2022年度本決算決算説明会資料
5 2023年度第２四半期 決算説明会資料
6 有価証券報告書-第155期
7 “K”LINE REPORT 2022

	公表日
	1 2023年01月21日
2 2023年11月14日
3 2022年05月09日
4 2023年05月08日
5 2023年11月02日
6 2023年06月23日
7 2022年10月24日 

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 ESG DATA BOOK 2022
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/esg_data/main/015/teaserItems2/00/link/ESGDATABOOK2022_JA_FOR_BROWSING.pdf
記載箇所：設問(2)　　P.18,89
設問(2)①　P.89～90
　　　　　設問(2)②　P.20,36
2 “K” LINE REPORT 2023
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report/main/011118/teaserItems1/0/linkList/0/link/AR23J_all_A3.pdf 
記載箇所：設問(2)　　P.8,38,48
設問(2)①　P.46,49
　　　　　設問(2)②　P.39,49
3 2022年度中期経営計画
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/presentation/main/01111111119/teaserItems1/0/linkList/03/link/2021_4_medium-term%20management%20plan_j.pdf
記載箇所：設問(2)②　P.24,28
4 2022年度本決算決算説明会資料
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/presentation/main/011111111111/teaserItems1/0/linkList/01/link/2022_4_presentation_j.pdf
記載箇所：設問(2)②　P.24
5 2023年度第２四半期 決算説明会資料
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/news/ir/auto_20231102577980/pdfFile.pdf
記載箇所：設問(2)②　P.12
6 有価証券報告書-第155期
公開場所：https://data.swcms.net/file/kline-corp/dam/jcr:bb55a022-47f6-4865-8abd-f835fb6ecc46/S100QZPH.pdf
記載箇所：設問(2) P.19
7 “K” LINE REPORT 2022
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report/main/011116/teaserItems1/0/linkList/0/link/KLN_AR22J_all_A3%20%20.pdf
記載箇所：設問(2)②　P.19

	記載内容抜粋
	2022年5月発表の中期経営計画において、川崎汽船グループならではの技術・専門性を磨き上げ、お客さま固有のニーズに合致した付加価値へと転換・進化させることを方針として掲げました。この方針を具体化する機能戦略の一つに、当社はDXを推進しています。同年12月発表の「DX戦略2023」では、当社が重要と考える「5 つの視点」で戦略を展開し、さらにそれぞれの戦略を「3つのステージ」に分けることで、着実なDX推進と競争力強化を図ることを公表しております。DX案件の進捗と技術進歩に合わせてDX戦略2024にてDX戦略を最新化し、2023年12月21日に公表しました。当社のDX戦略の柱は、DX基盤の整備とデジタル技術を活用した「顧客提供価値の向上」と、安全・環境・品質のコアバリューを磨き上げる「運航支援」です。
（公表箇所：① P.89、② P.48）

また、川崎汽船グループならではの強みである安全・環境・品質に磨きをかけ、お客さまや社会に対して新たな価値を提供すべく、新技術の追求と、検証・実証から実装に向けた対応強化の両軸での取り組みを通じて、当社のコアバリューを磨き上げ、競争力の強化を図ることを基本方針として公表しております。
（公表箇所：① P18、⑥ P.19）

上記のことから“K” LINE REPORT(統合報告書)において、企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策を以下の通りに公表しております。

a. 環境
当社グループは「“K” LINE環境ビジョン2050」において、2030年のCO2排出効率の50%改善、および2050年のGHG排出ネットゼロという目標を掲げています。2030年の中間目標については、運航情報をビッグデータとして活用した最適経済運航の推進に精力的に取り組んでおり、目標達成の目途が立っております。（公表箇所：② P.8）

b. 安全・品質
当社では、安全運航にとって最も大事なのは「人間力」だと考えています。安全運航の実現には、人材の確保・育成、顧客密着を支える海技サポート体制の強化、そして全海洋を包括的にカバーする安全管理体制の構築・運用 が不可欠です。一方で、高度な安全・輸送品質の実現を支えるには、先進・デジタル技術の活用による暗黙知の データ化を進め、「人間力」を補完していく必要があります。「人間力」を生かした安全・品質管理を先進・デジタル技術が補完する、いわば「人」と「テクノロジー」の両輪で、3極のグローバル・モニタリング体制を強化し、「お客さまを第一に考えた安全で最適なサービスの提供」を行っていきます。（公表箇所：② P.38）


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①～⑦はいずれも取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容を公表媒体に記載し、公表している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 ESG DATA BOOK 2022
記載箇所：P.89～90
2 "K"LINE REPORT 2023
記載箇所：P.46,49

	記載内容抜粋
	· 戦略を効果的に進めるための体制・組織
· デジタライゼーション戦略グループを設立
これまで社内に分散していたITとデジタライゼーションの知見を集約し、セキュアなIT基盤とセキュリティポリシーを整備、運用するとともに、DXを推進する体制を整えました。（公表箇所:① P.89）

· AI・デジタライゼーション推進委員会の開催
社長を委員長、CIOを副委員長とするAI・デジタライゼーション推進委員会を定期的に開催しております。全社的な事業戦略に沿ったDX推進方針の迅速な意思決定を行い、デジタライゼーション戦略グループにて執行する体制を構築しております。
（公表箇所:① P.89）

· 社内各部署にDX担当を任命
DX担当は各部門のDX推進をリードする役割に加え、全社的視点からアイデアソンによるDXアイデア創発などに取り組んでおります。今後も部門横断的にさまざまなアイデアを出し合い、新たなサービスや事業の価値創出を推進していきます。
（公表箇所:① P.90）

· イノベーション推進体制
当社では、先進技術グループ、GHG削減戦略グループ、造船技術グループの3つの組織を中心に、イノベーションの促進に向けた競争力の強化・企業価値向上に資する技術研究・開発に取り組んでいます。これらの組織が、デジタライゼーション関連戦略の企画・立案を行うデジタライゼーション戦略グループとも連携を取りながら、当社の企業価値向上に資するイノベーションを促進しています。
（公表箇所:② P.46 ）

· 戦略を効果的に進めるための人材育成
· スキル要件に合わせた教育プログラムの構築
当社DX戦略に基づき、必要なスキルと知識を明確化しそれらの習得を目指したDX教育プログラムを実施しています。具体的には最新技術・IT・セキュリティの知識を備えビジネス変革をリードする「牽引層」の拡充、データやデジタル技術を活用した企画の立案・推進能力を持つ「活用層」100名の育成、そして全社員を対象としてデジタルツールを活用した課題解決ができる「利用層」の育成を進め、全体の底上げを図っています。この取り組みによりDXの浸透を推進し競争力の向上を目指します。
（公表箇所:② P.49）

· 外部パートナーとの取組み強化
当社では、専門分野の外部プロフェッショナルのサポートを受け、ときにはプロジェクトメンバーとして協業するなど、柔軟な体制を整え活動しています。またビジネス領域のみならずアカデミアの団体・個人とも共同研究を推進しています。
(公表箇所：① P.90）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 ESG DATA BOOK 2022
記載箇所：P.20,36
2 "K"LINE REPORT 2023
記載箇所：P.39,49
3 2022年度中期経営計画
記載箇所：P.24,28
4 2022年度本決算決算説明会資料
記載箇所：P.24
5 2023年度第２四半期 決算説明会資料
記載箇所：P.12
⑦ "K"LINE REPORT 2022
記載箇所：P.19

	記載内容抜粋
	2022年度中期経営計画において、情報・業務プロセス及び船舶のデジタライゼーションを一層進め、データやデジタル技術の活用により安全・環境・品質のコアバリューを磨き上げ、競争力の源泉として付加価値を向上を掲げております。（公表箇所：③ P.24）
また、2022～2026年度の5年間で累計5,200億円の投資を計画の中に、戦略投資枠として新たな環境技術に関する研究開発とデジタル化の推進のための投資に250億円を充てることを公表しております。（公表箇所：③ P.28,⑦P.19）

上記方針のもと、安心・環境・品質それぞれにおいてDX推進に必要な最新の情報処理技術を活用するための環境整備として、以下の取組みを行っております。

<安全>
「川崎汽船の強みである「人間力」を活かした安全・品質管理対応と、それを補完する先進・デジタル技術の両輪をもって、確固たる安全運航体制を構築」するという方針を実現するための環境整備として、下記３点を公表しております。
· K-IMS
各船からの運航データを収集し、これらビッグデータのAI解析から推進性能の状態診断を通じ、燃料消費量改善と温室効果ガス削減に取り組んでいます。また、気象・海象データと各船の性能解析モデルに基づき、推奨航路を算出する最適運航支援機能を備え、安全かつ経済的な運航をサポートしています。
· K-Assist Project 
当社では、自動運航船に向けた複数の技術開発案件をK-Assist Projectと命名し、「人」の力だけでは実現できない安全・品質の高度化を実現するため、船内のDX化を進めると同時に、AI技術等の先進技術の積極的な活用に取り組んでいます。
· 本船のサイバーセキュリティ認証 
今後、船陸間でインターネット環境への接続が一層増えることによるサイバーリスクを見据え、2020年より当社グループの船舶管理会社では一般財団法人日本海事協会からサイバーセキュリティマネジメントシステム（CSMS）の認証を取得し、船上のサイバーリスクへの対応力強化に努めています。
（公表箇所：② P.39）

<環境>
環境負荷の低減を目的に、船舶運航データ解析基盤の拡充・CO2排出量の見える化を公表しております。（公表箇所：① P.36）
その為の具体的な環境整備として、運航船に関する重要データの収集・蓄積・分析のためのシステム群であるK-IMSのデータ基盤の完全クラウド化、プログラム開発の内製化ならびに拡張性を強化しております。（公表箇所：④ P.24）
将来的にK-IMSはSeawingや“K”-Assistプロ ジェクトと連携することを視野に入れています。（① P.20）

<品質>
情報の100％デジタル化を目指して、コミュニケーション基盤の刷新、コミュニケーション文化の変革により、情報・業務プロセスのデジタライゼーションを競争⼒の源泉として当社の付加価値を向上を目指すことを公表しております。　(公表箇所：④ P.24）
具体的な方策例として、成長3事業の1つである鉄鋼原料事業の取組みで、AI を活用した喫水自動計測アプリケーションおよびドライバルク船のレイタイム計算書自動作成システム”CHRONUS”を開発しました。　(公表箇所：⑤ P.12）

上記に加え、ITモダナイゼーションとデータ統合基盤構築にも取り組んでいることを公表しております。グループ IT資産のアセスメントとその結果を踏まえたITモダナイゼーションを進めるとともに、外部データ連携を前提としたデータ統合基盤の整備と活用を推進しています。今後、自社データだけでなく、オープンデータや他社データを取得・分析・活用する仕組みを構築することによって、経営から現場までデータに基づく迅速な意思決定ができる体制を目指します。（公表箇所：② P.49）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 "K"LINE REPORT 2023
2 事業説明会資料

	公表日
	1 2023年11月14日
2 2023年05月26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 “K” LINE REPORT 2023
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report/main/011118/teaserItems1/0/linkList/0/link/AR23J_all_A3.pdf
記載箇所：P.8
2 事業説明会資料
公開場所：https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/event/main/01114/teaserItems1/09/tableContents/08/multiFileUpload2_0/link/20230526_Business%20Briefing_presentation_j.pdf
記載箇所：P.51～52,56,66

	記載内容抜粋
	当社では、「重大事故発生件数」及び「GHG(温室効果ガス)排出量」を上記を図る指標の一つとして考えており、毎年”K" LINE REPORT上にて実績の報告を行っております。また、今年度より「機関事故による遅延時間」、「K-IMSの保有船・中長期傭船への搭載率」を新たに追加しております。
当社グループは「“K”LINE環境ビジョン2050」において、2030年のCO2排出効率の50%改善（対2008年比）、および2050年のGHG排出ネットゼロという目標を掲げています。（公表箇所：① P.8）“K”LINE環境ビジョン2050で掲げたIMO基準を上回る独自目標を目指し、業界を牽引する積極的な環境対応によって、競争優位性を発揮していくことを公表しております。（公表箇所：② P.51,66）
更に、環境技術開発・実証化の目標として、K-IMSの保有船・中長期傭船への搭載率100%を掲げております。就航中の保有船に対しては搭載済みで、新造船についても原則全船搭載予定です。短期傭船を除き、中長期傭船については、2023年度末を目途に全船搭載を予定してます。（公表箇所：② P.52,66）
また、安全運航を徹底するため、 「重大海難事故ゼロ」、「機関事故による遅延時間　10時間以下」を安全運航におけるKPIとして設定し、業界トップクラスの安全で⾼品質なサービス実現を⽬指しております。（公表箇所：② P.56,66）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023年01月04日
2 2023年11月14日
3 2022年10月24日
4 2023年05月26日

	発信方法
	1 2023 年 社長年頭所感（P.2）
https://www.kline.co.jp/ja/news/other/other2618170408816798212/main/0/link/230104JA.pdf
2 “K” LINE REPORT 2023（P.8,10）
https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report/main/011118/teaserItems1/0/linkList/0/link/AR23J_all_A3.pdf
3 “K” LINE REPORT 2022（P.6～7）
https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report/main/011116/teaserItems1/0/linkList/0/link/KLN_AR22J_all_A3%20%20.pdf
4 事業説明会資料（P.57,59）
https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/event/main/01114/teaserItems1/09/tableContents/08/multiFileUpload2_0/link/20230526_Business%20Briefing_presentation_j.pdf

	発信内容
	a. 代表取締役社長が中期経営計画達成に向けてのDX推進の位置づけ、進捗状況をコメント致しました。
中計達成のために必要な環境・技術、安全・船舶管理、輸送品質を磨くため、人材の確保・育成、そしてデジタル社会への対応など機能強化が何より重要となります。（中略）
基幹システムの“K-IMS”の再構築により安全運航、最適経済運航の支援、顧客利便性の向上、“K”-Assist プロジェクトによる統合操船支援システムや機関プラント支援システムの開発も計画通り進捗しています。（① P.2）
b. 代表取締役社長がデジタル人材の育成についてコメント致しました。
業務効率化はもとより、業務変革にもつながるデジタル技術が急速な発展を見せる中、全社員を対象としたDX教育を進めており、日々の業務効率の改善にデジタル技術を利用できるDX利用層、自部門の課題解決とデジタル技術を結び付けることのできるDX活用層、外部専門家とも対等に議論ができるDX牽引層といったハイレベルなDX人材を定義し、明確な目標を設定することで、人材の育成、拡充にも取り組んでいます。（② P.10)
c. 代表取締役社長がDXによるビジネスモデル変革への展望についてコメント致しました。
DXの推進は企業の成長に必要不可欠であり、現場のDX推進力のさらなる向上が求められています。職種や業務で必要なレベルに応じて、継続的かつ深掘りした内容のDX教育を実施していきます。本船の運航位置のみならず、貨物情報やCO2排出量などのリアルタイム情報の提供が求められる時代は、もうすぐそこまできています。DXを通じてイノベーションを追求し、お客さまの課題解決に取り組みます。（③ P.6～7)
d. 代表取締役社長が安全・品質の強化におけるデジタル技術の必要性、DX推進状況についてコメント致しました。
· ⾼度な安全・品質実現を支えるには、先進・デジタル技術を活⽤、暗黙知のデータ化を進め、⼈間⼒を補完していく必要もあります。
· 「⼈間⼒」を補完する形で「先端・デジタル技術」を活⽤ですが操船支援による乗組員の負荷軽減のみならず、監視・モニタリングや予知・予防の領域まで運用することで、安全運航の高度化の実現を目指しています。
· K-IMS は、気象・海象、機関データなどビッグデータの活⽤により最適経済運航や安全航海の操船を⽀援するのみならず、機関の監視・モニタリングを通じて事前に不具合の予知、予防措置をとるなどの監視・保全機能までをカバーする、統合船舶管理システムです。その先には⾃動運航の実現に向けた、K-Assist Project を通じて、先進的な⾃動運航の実証を進めています。
· このように「人」が支える安全運航を補完する先進・デジタル技術などシステム・インフラの整備・拡充も進めています。
（④　P.57,59）
e. 代表取締役社長が2050年のGHG排出ネットゼロ達成に向けて、DX推進の方向性についてコメント致しました。
当社グループは「“K” LINE環境ビジョン2050」におい て、2030年 のCO2排出効率の50%改 善（ 対2008年 比）、および2050年のGHG排出ネットゼロという目標 を掲げています。2030年の中間目標については、ハード 面ではLNG燃料焚きなど新燃料船の導入や風力を活 用するSeawingなども含めたさまざまな省エネ機器の 採用を進め、またソフト面では運航情報をビッグデータ として活用した最適経済運航の推進に精力的に取り組んでおり、目標達成の目途が立ってきました。（② P.8）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年8月頃　～2023年11月頃

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」により自己診断を実施しております。
※IPAの自己診断結果入力サイトに登録済



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	継続実施中


	実施内容
	当社では、2021年にセキュリティ対策に関するロードマップを作成し、継続的にサイバーセキュリティの強化を進めています。セキュリティ対策は、当社だけではなくグループ全体で推進することが肝要なため、グループ全体で責任と役割を明確にし、サイバーインシデントに的確に対応できる体制を築いています。
体制面としては、グローバルでのセキュリティガバナンスを強化し、サイバーインシデントに対応できるCSIRT組織の構築や、脅威インテリジェンスの機能強化を順次行っております。
セキュリティ技術面としては「検知」、「対応」、「復旧」の観点でのセキュリティ対策を行い、これまでにPC、サーバーなどのエンドポイントや通信ネットワークのセキュリティ強化、多要素認証、監視体制の導入について最新技術を取り入れた対策を導入しました。現在はサーバーのセキュリティリスク軽減措置などもグローバルに進めています。
また、今後、船陸間でインターネット環境への接続が一層増えることによるサイバーリスクを見据え、2020年より当社グループの船舶管理会社では一般財団法人日本海事協会からサイバーセキュリティマネジメントシステム（CSMS）の認証を取得し、船上のサイバーリスクへの対応力強化に努めています。
さらに、毎年外部監査人によるJ-SOX監査を含む統合監査を受けており、その手続きの一環としてサイバーセキュリティに関するリスク評価を受けています。
なお、社内に情報処理安全確保支援士（登録セキスぺ、登録情報セキュリティスペシャリスト）については1名の支援士からサポート・提言を受けながらサイバーセキュリティ施策を継続的に見直していける体制を構築致しました。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

